
板 橋 区 療 育 給 付 事 業 実 施 要 綱  

 

（目 的） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。） 第２ 

０条の規定による療育の給付を行う事業の事務手続きを定め、もって医療給付等の円滑 

な実施を図ることを目的とする。 

 

（給付の対象） 

第２条 給付の対象となる児童は、保護者が板橋区に住所を有する児童（法第４条第１項 

の児童をいう。）で、骨関節結核及びその他の結核にかかっている者のうち、その治療の 

ため医師が入院を必要と認めたものとする。 

２ 療育給付の適用を受けようとする者は、原則としてあらかじめ感染症の予防及び感染 

症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号。以下「感染症法」とい 

う。） に基づく医療給付の承認を得なければならない。 

 

（給付の内容） 

第３条 法第２０条第５項の規定による指定療育機関における療育の給付は、次のとおり 

 とする。なお、看護及び移送を除き、すべて現物給付であり、医療費についての療養費払 

は行わない。 

（１） 診察 

（２） 薬剤又は治療材料の支給 

（３） 医学的処置、手術及びその他の治療並びに施術 

（４） 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 

（５） 移送 

（６） 日用品（療養生活に必要な物品） 

（７） 学習用品（小学生及び中学生に対して、学習に必要な物品） 

２ 医療保険各法及び感染症法を適用して生じた自己負担額を給付する。 

  ただし、高額療養費制度が適用される場合には、その限度額までを給付する。なお、生 

 活保護法又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及 

 び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）が適用される場合につ 

 いては、療育給付が優先して適用される。 

３ 入院時食事療養に係る標準負担額についても、給付対象とする。 

 

（給付の期間） 

第４条 療育給付の期間は入院で１年間を限度とする。また、治療継続が必要と認められる 

 場合には、更新することができる。 

 



（給付の申請） 

第５条 給付の申請は、保護者が行うこととし、原則として治療開始予定日より前に、次の 

 全ての書類を板橋区長（以下「区長」という。）あて提出するものとする。ただし、第４ 

 号の書類について公簿等により確認することができるときは、当該書類の添付を省略す 

 ることができる。 

 （１）療育給付申請書 （別記第１号様式） 

 （２）療育給付意見書 （別記第２号様式） 

 （３）世帯調書（別記第３号様式）   

 （４）住民税課税（非課税）証明書等  

 

（給付の決定） 

第６条 区長は、療育の給付を決定したときは、療育券（児童福祉法施行規則（昭和２３年 

３月３１日号外厚生省令第１１号）第１１号様式）を、給付を行わないと決定したとき  

には、療育給付却下決定通知書（別記第５号様式）を保護者に交付する。 

 

（費用の徴収） 

第７条 法第５６条第２項の規定により本人又はその扶養義務者（以下「扶養義務者等」と 

 いう。）から徴収する費用については、次のとおりとする。 

（１） 区長は、療育の給付に要する費用のうち東京都板橋区児童福祉法施行規則（昭和 

４０年板橋区規則第１２号)第１０条第１項に定める額を扶養義務者等から徴収する。 

 （２） 扶養義務者等から徴収する費用の額を算出するにあたっては、別に定める「療育 

    の給付に要する費用の徴収実施要領（平成１２年３月２９日区長決定）」によるも 

    のとする。 

 （３） 区長は、扶養義務者等に対して費用徴収額決定通知書（別記第６号様式）により 

    徴収金基準額を、納入通知書により徴収する費用の額を通知する。 

 （４） 扶養義務者等は納入期限までに板橋区が指定する金融機関にこれを納入しなけれ 

    ばならない。 

 

（療育券の再交付等） 

第８条 区長は、保護者から次のいずれかに該当し療育券の再交付等の申請があった場 

合、その内容を審査のうえ療育券を新たに保護者に交付する。 

 （１） 療育券を紛失又は棄損したときは、保護者は療育券再交付申請書（別記第７ 

号様式）により区長へ申請し、療育券の再交付を求めることができる。 

 （２） 住所又は健康保険証等の変更があったときは、保護者は変更届（別記第８号様式） 

        に療育券を添付して区長へ提出し、療育券の再交付を求めなければならない。 

ただし、他の特別区又は東京都内の市町村に居住し、療育券を交付されている児 

童の保護者が板橋区に住所を変更した場合は、変更届に療育券を添付して区長 



へ提出し新たに療育券の交付を求めることができる。 

 （３） 扶養義務者等の住民税の所得割額等に変更が生じたときは、保護者は徴収金額変 

    更申請書（別記第９号様式）に変更後の住民税課税（非課税）証明書等、世帯調書 

    及び療育券を添付して区長へ申請し、新たに療育券の交付を求めることができる。 

なお、変更された徴収金額は、区長が徴収金額変更申請書を受け付けた月の翌月か 

ら適用する。 

 

（給付の継続） 

第９条 指定療育機関が引き続き療育の給付を継続する必要があると認めた場合、保護者 

 は療育券の有効期間満了前に療育給付継続協議書（別記第１０号様式）に療育給付意見 

書、世帯調書及び住民税課税（非課税）証明書等を添付して区長へ申請し、新たに療育 

券の交付を求めることができる。 

２ 区長は、継続給付を承認したときは、療育券を新たに保護者に交付し、必要事項を認 

 定結果のお知らせにより当該医療機関に通知するものとする。 

 

（日用品等の支給） 

第 10条 区長は、療育の給付を受ける児童に対し、保護者の請求により日用品及び学習用 

 品を現物支給する。 

２ 前項の日用品及び学用品の支給については、別表の支給額の範囲内で行うものとする。 

 

（看護及び移送の給付） 

第 11条 療育券の交付を受けている児童で、現物支給ができない看護及び移送の給付を 

必要とする場合は、保護者は事前に区長に対し申請し、承認を得るものとする。 

２ 前項の申請に関する取り扱いは別に定める。 

 

   付 則 

  この要綱は、平成１８年６月２６日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

   付 則 

  この要綱は、平成２４年９月３日から施行する。 

   付 則 

  この要綱は、平成２８年１月１日から施行する。 

   付 則 

  この要綱は、令和３年３月１９日から施行する。 

   付 則 

  この要綱は、令和４年７月１日から施行する。 

付 則 

  この要綱は、令和５年１１月６日から施行する。 



 

 

別表 

 

 日用品費及び学習用品費  

費 目 一人当たり月額 

日用品費 １８，５１０円 

学習用品費（小学生）   ２，１９０円 

学習用品費（中学生）   ２，８１０円 

 



 

第１号様式（第５条関係）

（姓） (名）

年 月 　 日 （満　　　歳） ＊満18歳未満の方が対象です。

1 男 　 2 女 個人番号

郵便番号 　

東京都 区 丁目 番 号

町

団地・荘

マンション・アパート

（姓） (名）

　 年 　 月 日 （ 　 ）

1 2 　 3 （ ）

郵便番号 　

東京都 区 丁目 番 号

町

団地・荘

マンション・アパート

関係書類を添えて上記のとおり療育の給付を申請します。

年 月 　 日

申請者氏名

(宛先）　板橋区長

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第 承認期間

（　　　　　年　　　月　　　日）～（　　　　　年　　　月　　　日）

（注）1 太枠内のみ記入してください。

2

3

父 母 その他

フリガナ

療　育　給　付　申　請　書

フリガナ

氏　　名

生年月日

様方

保
険
証

種　　類 協会 ・ 船員 ・ 日雇 ・ 組合 ・ 共済 ・ 国保 / 生保（該当するものに○）

　記　　　　号　　 番　　　　号 保険者番号

申
　
　
請
　
　
者

フリガナ

本
　
人

性別

保険者名

住　　所

氏　　名

生年月日 電　話

本人との続柄

（1）療育給付申請書、（2）療育給付意見書、（3）世帯調書、
（4）住民税課税(非課税)証明書等の順にとじてください。

保険証の記号、番号、保険者番号等については、必ず保険証を見て
正確に記入してください。

受付印

フリガナ

住　　所

号 様方

37条
37条の2

号



第２号様式（第５条関係） 

療 育 給 付 意 見 書 

本 人 氏 名 
  男

・
女 

生 年

月 日 
年  月  日 

本 人 住 所 
  

病 名 
  発 病

年 月 日 
年  月  日 

症 状 
  

これまでに行わ

れ た 治 療 

  

今後の治療方針 
  

治 療 見 込 期 間 
    

     年  月  日 から    年  月  日 まで 

学 習 を 行 う に

つ い て の 意 見 

  

  上記のとおり診断する。 

      年  月  日 

  医療機関の名称

及 び 所 在 地 

  

 

医 師 氏 名                     

 (注) 合併症を有する場合には病名欄に併記すること。 

 



第３号様式（第５条関係） 

世 帯 調 書    
 連絡先電話番号 

（  ） 

児 

童 

の 

属 

す 

る 

世 

帯 

の 

構 

成 

世帯員氏名 続 柄 
生 年 

月 日 

職 業 

（勤務先） 

電話番号 

所得割額 個人番号(12 桁) 

（患者氏名） 患 者 

本 人 

    

（申請者氏名） 患者の     

 患者の     

 患者の     

 患者の     

 患者の     

 患者の     

世
帯
外
扶
養
義
務
者 

（氏名） 患者の     

（住所）  

（氏名） 患者の     

（住所）  

 

【同意事項】 

上記の者は、児童福祉法第２０条による療育の給付の決定に関して、また、患者が結核の治療

に係る入院期間中において必要な時は、世帯状況及び区（市町村）民税所得割額等の情報につい

て区が公簿（電子計算組織の利用を含む）で確認又はマイナンバー制度を利用して区が情報を取

得することに同意します。 



第５号様式（第６条関係） 

療 育 給 付 却 下 決 定 通 知 書 

第     号 

年  月  日 

  (申 請 者) 

          様 

板橋区長           

    年  月  日付で申請のあった児童福祉法第20条の規定による療育の給付

については下記の理由により却下することに決定したので、通知します。 

記 

 理 由 

 

 

 

 

 

 

 1 この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起

算して3か月以内に、板橋区長に対して審査請求をすることができます(なお、この

決定があったことを知った日の翌日から起算して3か月以内であっても、この決定の

日の翌日から起算して1年を経過すると審査請求をすることができなくなります。)。 

 2 この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して6か月

以内に、板橋区を被告として(訴訟において板橋区を代表する者は板橋区長となりま

す。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して6か月以内であっても、この決定の日の翌日から起

算して1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。

ただし、上記1の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して6か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが

できます（なお、当該審査請求に対する裁決があったことを知った翌日から起算し

て6か月以内であっても、当該裁決の日の翌日から起算して1年を経過すると処分の

取消しの訴えと提起することができなくなります。）。 

 



 

　　　　　　第　　　　　　　　　号

　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　様　

　　板橋区長　　

受　療　者　名　　　　：　　　

療育医療機関名　 　：　　 

徴収基準月額　　　　：　　　　　　　　　　　　円

注１　　入院期間が１か月未満の月にあっては、次の算式により算出した額を徴収額とし

　　　ます。　　　　

　　　　徴収基準月額　×　その月の入院期間　÷　その月の実日数　

注２　　この徴収額は、後日納入通知書をお送りしますので、郵便局・銀行等の金融機関

　　　でお支払いください。（板橋区子ども医療証の交付を受けており、委任状提出済みの

　　　方を除く）

第６号様式（第７条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　費用徴収額決定通知書

　療育給付に要する費用について、児童福祉法第５６条第２項の規定に基づき、扶養義務

者から徴収する基準額を下記のとおり決定したので通知します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

2　この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して6か月以内に、板橋
区を被告として(訴訟において板橋区を代表する者は板橋区長となります。)、処分の取消しの訴え
を提起することができます(なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して6か月以内
であっても、この決定の日の翌日から起算して1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起するこ
とができなくなります。)。ただし、上記1の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決
があったことを知った日の翌日から起算して6か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが
できます（なお、当該審査請求に対する裁決があったことを知った翌日から起算して6か月以内で
あっても、当該裁決の日の翌日から起算して1年を経過すると処分の取消しの訴えと提起すること
ができなくなります。）。

1　この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して3か月以
内に、板橋区長に対して審査請求をすることができます(なお、この決定があったことを知った日
の翌日から起算して3か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して1年を経過すると審査
請求をすることができなくなります。)。



第７号様式（第８条関係） 

  療育券再交付申請書 

フリガナ    

男
・
女 

生 年

月 日 

  

年  月  日 

 

 

患者氏名 

姓 

 

 

名 

郵便番号

  

 

住 所 

 

 

   －     

 

    東京都      区 

  

電  話     （    ） 

 

丁目    番     号 

          

 
団地・荘 

マンション         号 
 様方 

申 

請 

理 

由 

  １ 破れた   ２ 汚れた   ３ 失った           

（理由） 

     上記の理由により、療育券の再交付を申請します。 

   年  月  日 

 

申請者・氏名                

患者との関係（    ） 

（宛先） 板橋区長 

負担者番号 １ ７ １ ３ 
    

受給者番号 
        

 

 

 

 
 受付印   

    
     

    

    
      

  

    
      

  

    
      

  

    
      

  

    
      

  

 
  

      
  

 
                

 



第８号様式（第８条関係） 

 変  更  届 

医療券番号 
負担者番号 1 7 1 3     

患者氏名 
 

受給者番号         

上記のとおり変更しましたので届け出ます。 

   年  月  日 

届出者・氏名                

患者との関係（    ） 

（宛先） 板橋区長 

 

下記の欄は、変更事項のみ、記入してください。 変更年月日      年   月   日 

変 
 
 
 

更 
 
 
 

事 
 

 
 

項 

患 
 
 
 

者 

フリガナ    
男
・
女 

生 年

月 日 

    

   年  月  日 

 
氏 名 

姓 

 

名 

郵便番号

  

住 所 

 

   －     

 

  東京都      区 

電 話     （    ） 

  丁目    番       号 

          

 
団地・荘 

マンション         号 
 様方 

保 

険 

証 

種 類 
協会・船員・日雇・組合・共済・国保 

              （※該当するものに○印を付けてください。） 
本人・家族 

記 号 
 

番号 
 保険者 

番 号 

        

申 
 

請 
 

者 

フリガナ     

氏 名 
姓 

 

名 

郵便番号 

 

住 所 

 

   －     

 

  東京都      区 

電 話     （    ） 

   

丁目    番       号 

 
団地・荘 

マンション         号 
 様方 

 
 受付印   

    
     

    

    
      

  

    
      

  

    
      

  

    
      

  

    
      

  

 
  

      
  

 
                



第９号様式（第８条関係） 

 徴収金額変更申請書 

 

                               年  月  日 

（宛先） 板橋区長 

 

             （申請者） 住所 

                   氏名 

 

療育医療の徴収額を下記の理由により、変更したいので別紙必要書類を添えて変更申

請します。 

負担者番号 １ ７ １ ３ 
    

交付年月日     年  月  日 

受給者番号 
        

指定医療機関名 
 

患者氏名 
 扶養義務者 

氏   名 

 

扶養義務者 

住   所 

 

医療券の有効期間    年  月  日から      年  月  日まで 

現行の徴収金額              円 

変更理由 

 

１ 申請時に未確定であった今年度住民税額が確定したため。 

２ 生活保護又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し

  た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による

  支援給付を受給したため。 

受給期間     年  月  日から 

                      年  月  日まで 

３ その他 

 

 

 

添付書類 （1）療育券（2）世帯調書（3）住民税課税（非課税）証明書等（4）その

他必要に応じて事実を証明する書類 



第１０号様式（第９条関係） 

療 育 給 付 継 続 協 議 書 

本 人 氏 名 

  
公費負担者番号 

 

１ 

 

７ 

 

１ 

 

３ 

        

公費負担医療の

受 給 者 番 号 

                

既 存 医 療 券

有 効 期 間 

年 月 日から 

年 月 日まで 
交 付 年 月 日 年  月  日 

延 期 期 間 年  月  日から    年  月  日まで 

  上記の者、別紙意見書のとおりの症状のため、療育券の有効期限を延期することを

適当と認めます。 

      年  月  日 

指定療育機関名          

施 設 長                    

  （宛先） 板橋区長  

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 37条 
37条の2 

承認期間 

年  月  日～    年  月  日 
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